
 

別紙 BR-V1 

（作成日：平成 24年４月１日） 

（最終更新日：令和４年 10月１日） 

 

ブラジル向け輸出清涼飲料水等の取扱要綱 

 

１ 目的 

この要綱は、ブラジル向け輸出清涼飲料水等について、農林水産物及び食品の輸出の

促進に関する法律施行規則（令和２年財務省・厚生労働省・農林水産省令第１号）第３条

に基づく原産地証明書の発行に関する手続を定めるものである。 

 

２ 定義 

この要綱における用語の意義は、以下のとおりとする。 

（１）証明書 ブラジルに輸出される清涼飲料水等が、日本国内で生産又は加工され、

日本国内の規格基準を満たし、日本国内で問題なく流通していることを証明する

書面をいう。 

（２）清涼飲料水等 日本国内で生産・加工された清涼飲料水、粉末清涼飲料及び食酢

をいう。 

（３）地方農政局等 農林水産省の各地方農政局及び北海道農政事務所並びに内閣府沖

縄総合事務局をいう。 

 

３ 発行事務 

（１）証明書の発行者 

この要綱による証明書を発行することができるのは、別表１の左欄に掲げる地方

農政局等の区分に応じ、同表の右欄に掲げる者（本要綱において「地方農政局長等」

という。）とする。ただし、地方農政局長等が証明書を発行することが適当でない

と農林水産省輸出・国際局長（本要綱において「輸出・国際局長」という。）が認

める場合においては、輸出・国際局長は、証明書を発行することができるものとす

る。この場合において、輸出・国際局長は、地方農政局長等に、証明書の発行に係

る決裁を委任することができるものとする。 

（２）特別な事情がある場合の証明書の発行等の取扱 

（１）のただし書きの場合には、４、５、６（１）及び７の規定を準用し、証明

書の発行に係る公印等（農林水産省公印規則（昭和 30 年農林省訓令第７号）第９

条の「公印等」をいう。）の保管に関する事務を所掌する課は、地方農政局長等が

定めるものとする。 

 

４ 申請者の範囲等 

地方農政局長等に対する証明書の発行申請は、当該地方農政局等の管轄区域において

生産され、加工され、又は流通する清涼飲料水等を輸出しようとする者及び当該管轄区

域内に事務所を有する者又はこれらの者の代理人に限り行うことができるものとする。

ただし、申請者及びその代理人は、日本国内に事務所を有することを要する。なお、代理

人が証明書の発行を書面により申請する場合は、輸出しようとする者が作成した委任状

（別紙様式１）を提出するものとする。 

 

５ 証明書の発行申請 

４の証明書の申請者が証明を申請する手続は、次に定めるとおりとする。 

（１）申請方法 

申請は、①農林水産省が設ける輸出証明書発給システム（別紙 ZZ-01「輸出証明書発



 

給システムについて」に規定する輸出証明書発給システムをいう。）又は②輸出入・港

湾関連情報システム（本要綱において「ＮＡＣＣＳ」という。）のいずれかを使用して

行うものとするが、当面の間は、これに加えて、③書面によることができるものとす

る。 

申請に当たっては、以下の表の左欄に掲げる申請方法の種類ごとに、中欄に掲げる留

意点に従って、右欄に掲げる書類（本要綱において「提出書類」という。）を提出する

こととする。 

注１：申請者は、輸出しようとする清涼飲料水等について、製造所及び品目ごとに申請

手続を行うこと。 

注２：①輸出証明書発給システム又は②ＮＡＣＣＳにて申請を行う場合の提出書類は、

電子化されたものを提出し、その原本については、申請者の責任のもとで、証明書

の発行日から１年間保管すること。 

 

申請方法 申請に際しての留意点 提出書類 

（番号は、（２）の 

①及び②を指す。） 

① 輸出証明書 

発給システム 

申請前に、あらかじめ、農林

水産省が設ける輸出証明書発

給システムの利用申請の手続

を済ませること。この手続は、

農林水産省のホームページに

掲載する利用手続に従って行

うこと。 

 

② 

② ＮＡＣＣＳ 申請前に、あらかじめ、ＮＡ

ＣＣＳ及び輸出証明書発給シ

ステムの利用申請の手続を済

ませること。これらの手続は、

農林水産省及びＮＡＣＣＳの

ホームページに掲載する利用

手続に従って行うこと。 

 

①のイ及び② 

③ 書面 地方農政局等の受付担当課

に、持参、郵送等にて、提出書

類を提出すること。 

 

①のア及び② 

 

（２）提出書類 

申請者は、次の書類等を提出する。 

①  申請書類 

ア 輸出食品等に関する証明申請書（別紙様式２） 

イ 輸出食品等に関する証明申請書（別紙様式２－２） 

② 添付書類 

ア 別表２に掲げる確認書類 

イ ブラジル政府の登録制度（ＳＩＳＣＯＬＥ）に基づいて登録された日本の分  

析機関（注）が発行する製品分析報告書 

 

（注）(一財)日本食品分析センター、(一財)日本食品検査、(一財)食品環境検査



 

協会その他ＳＩＳＣＯＬＥに基づく登録を受け、かつ、日本国内に主たる

事務所又は営業所が所在する分析機関をいう。 

 

６ 証明書の発行等 

（１）申請内容の審査 

地方農政局長等は、申請者が５の規定に基づき提出した書類を確認し、次に定める

項目を審査する。 

① 共通事項 

ア 日本から清涼飲料水等を輸出する者の名称（個人の場合にあっては氏名。本

要綱において同じ。）及び住所 

イ 輸出する製品を製造する者の名称及び住所 

ウ ブラジルで清涼飲料水等を輸入する者の名称及び住所 

エ 運送方法及びブラジルにおける到着地名 

オ 製品名、銘柄、商品コード、容器の種類、容積（１ボトル当たりの容量）、充

填数（１箱当たりのボトル数）、総容量 

カ 日本農林規格等に関する法律（昭和 25 年法律第 175 号）に基づく日本農林

規格による表示（本要綱において「ＪＡＳマーク」という。）の有無 

② 個別事項 

ア ①の審査によりＪＡＳマークを確認した場合には、日本国内で生産又は加工

され、日本国内の規格基準を満たし、日本国内で問題なく流通していると認め

られることから、速やかに証明書を交付するものとする。 

イ ①の審査によりＪＡＳマークを確認することができない場合には、申請者が

提出した確認書類により、次の事項を確認するものとする。 

（ア）当該製品が日本国内で生産又は加工され､問題なく流通していること｡ 

（イ）「食品、添加物等の規格基準」（昭和 34年厚生省告示第 370号。本要綱に

おいて「規格基準」という。）に規定する清涼飲料水及び粉末清涼飲料に係

る規格基準の要件を満たすこと。 

なお、食酢に関しては清涼飲料水と同等の規格基準の要件を満たすこと。 

（２）証明書の発行 

地方農政局長等は、４及び５の規定により申請された書類（本要綱において「申請

書類」という。）の内容を審査した結果、申請書類の内容に不備がないと認める場合に

は、別紙様式３により、証明書の発行を行う。 

   また、地方農政局長等は、申請者の選択に従い、次のいずれかの方法により証明書

を交付することとする。 

①  農林水産省本省、地方農政局等、農林水産省の職員の駐在地又は委託を受けて

証明書の交付を行う者の事務所において手交 

（受領場所は、農林水産省のホームページに掲載する「輸出証明書の受取機関」

（農林水産省ホームページに掲載）から選択すること。） 

② 郵送 

なお、申請者が郵送での証明書の交付を希望する場合には、返信に要する経費は、 

申請者が負担することとする。 

（３）現地確認その他必要な調査の実施 

地方農政局長等は、必要があると認められる場合にあっては、証明書を発行した後

においても、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第 57号）

第 53 条第１項に基づき、申請者から提出された申請書類等の内容について申請者等

に報告を求めるほか、現地確認及びその他の調査を実施するものとする。 

 

 



 

７ 証明書の発行の取消し等 

地方農政局長等は、６（２）の規定にかかわらず、次のいずれかの場合に該当するとき

は、輸出・国際局長と協議の上、当該申請を行った者に対して証明書を発行せず、又は既

に行った証明書の発行を取り消すことができる。 

（１）申請書類の記載内容が虚偽若しくは不実であると認められる場合又はその疑い

がある場合 

（２）過去に交付を受けた証明書を不正に使用していたことが判明した者（本要綱にお

いて「不正使用者」という。）、不正使用者と実質的に同一であると判断される者、

不正使用者が経営する事業者等からの申請等、当該申請を行った者に発行した

証明書の適正使用が確保されないと判断される場合 

（３）その他相当の理由があると認められる場合 

 

  



 

（別表１）証明書の発行者 

 

地方農政局等 証明書の発行者 

各地方農政局 地方農政局長 

北海道農政事務所 北海道農政事務所長 

内閣府沖縄総合事務局 内閣府沖縄総合事務局農林水産部長 

 

  



 

（別表２）確認項目及び確認書類 

 

確認項目 
確認書類 

（いずれかで左の項目が確認できればよい） 

・B/L・AWB・インボイスの番号 

・商品名、数量、重量及び包装形態 

・出発地名、到着地名、出港日及び

船便名・航空便名 

・輸出業者の名称及び所在地 

・輸入業者の名称及び所在地 

・具体的な商品 

・ＪＡＳマークの有無、あるいは日

本国内で生産又は加工され、問題

なく流通していること 

・B/L（船荷証券）若しくはAWB（航空運送状）又

はインボイス（送り状） 

・パッキングリスト 

・積戻し許可通知書 

・輸入許可通知書 

・商品ラベルのコピーや商品の写真 

・販売者名及び製造所固有の記号の記載がある商

品表示 

・製造所固有の記号に係る食品衛生法の規定に基

づく届出書 

・製造者との売買契約書 

・製造者からの納品書 

等 
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